
長久手市障がい者等配食サービス事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（以下「法」という。）第４条第１項に規定す

る障害者及び同条第２項に規定する障害児（以下「障がい者等」

という。）のうち、調理等日常生活に支障のあるものの健康の保

持、食生活の改善、日常生活の助長を図るとともに、安否の確認

を行うため、給食の宅配（以下「宅配給食」という。）等を行う

障がい者等配食サービス事業（以下「事業」という。）の実施に

関し、必要な事項を定めるものとする。

（実施者等）

第２条 事業は、長久手市障がい者等配食サービス事業者登録事務

取扱要綱の規定に基づき、登録を受けた宅配給食実施事業者（以

下「登録事業者」という。）が行うものとする。

（対象者）

第３条 事業を利用することができる対象者は、長久手市内に居住

する者で、障がいに起因して身体が虚弱等のため、調理等日常生

活を営むのに支障があり、かつ宅配給食に係るその他の制度の利

用が困難な、次の各号のいずれかに該当するものとする。

⑴ 障がい者等のみの世帯であって、心身の障がい、疾病等の理

由により買い物又は食事の調理が困難な者

⑵ 同居する家族等の支援が受けられない障がい者等

⑶ 心身の障がい、疾病等の理由により買い物又は食事の調理が

困難な障がい者等と同居する１８歳未満の児童

⑷ その他市長が特に必要と認める者

（宅配給食の実施）

第４条 宅配給食は、朝食、昼食、夕食のいずれかとし、利用者は、

１人当たり１日１回利用することができる。ただし、市長が必要

と認めた者についてはこの限りではない。



（安否の確認等）

第５条 給食の宅配に際して、次に定めるところにより利用者の安

否の確認等を行うものとする。

⑴ 登録事業者は、原則として給食を利用者に手渡しするものと

し、その際に異常の有無を確認する。

⑵ 登録事業者は、利用者から事前に連絡もなく不在にしている

ときは、速やかに電話等により当該利用者の安否を確認する。

⑶ 前号の措置によっても、なお、利用者の安否が確認できない

とき又は同号の確認の結果、緊急に対処する必要があると思料

されるときは、登録事業者は、遅滞なく、利用者が指定する緊

急連絡先、法第５条第１８項に規定する相談支援を実施する事

業所（以下「相談支援事業所」という）、長久手市障がい者基

幹相談支援センター（以下「基幹相談支援センター」という。）

及び市長にその旨を連絡する。

⑷ 前号の規定による連絡があったときは、市長は、速やかに当

該利用者の安否の確認その他適切な措置をとるものとする。

（利用の申請）

第６条 事業の利用を希望する者は、長久手市障がい者等配食サー

ビス事業利用申請書（様式第１号）を市長に提出しなければなら

ない。

（アセスメントの実施）

第７条 市長は、利用者の生活状態等について調査及び評価するた

め、次に定めるところにより食生活アセスメント（以下「アセス

メント」という。）を行うものとする。

⑴ アセスメントは、利用申請及び利用変更申請時までに実施す

るものとし、相談支援事業所及び基幹相談支援センターの相談

支援専門員又は市長が申請者から必要な事項を聞き取ること等

により行う。

⑵ アセスメントにおいては、長久手市障がい者等配食サービス

事業アセスメント表（様式第２号）を作成し、評価を行う。た



だし、法第５条第２２項に規定するサービス等利用計画を、既

に市長に提出した利用者については、アセスメント表の作成を

省略することができる。その場合においては、サービス利用理

由書を提出することとする。

（利用の承認等）

第８条 市長は、第６条の規定による申請があったときは、その内

容について速やかに調査するとともに、前条に規定するアセスメ

ントの実施結果等を踏まえて適否を決定し、長久手市障がい者等

配食サービス事業利用決定（却下）通知書（様式第３号）により

申請者に通知するものとする。

２ 前項に規定する利用決定通知書の有効期間は、決定された日か

ら１年後の当該決定日の属する月の末日までの範囲内とする。

３ 申請者は前項に定める利用決定通知書を受領後、登録事業者と

契約を締結し、サービスの提供を受けることができる。なお、契

約を締結できる事業者は、利用者の住所が異動した場合及び利用

する事業者が事業を廃止又は休止した場合等を除き、月を単位と

して１事業者とする。

４ 登録事業者は、対象者と契約を締結したときは、契約内容につ

いて速やかに市長へ書面等にて報告しなければならない。

（利用の変更）

第９条 利用者は、宅配給食の利用内容の変更をしようとするとき

は、速やかに長久手市障がい者等配食サービス事業利用変更申請

書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。ただし、登

録事業者を変更しようとするときは、毎月２０日までに提出する

ものとし、変更日は翌月 1 日とする。

２ 市長は、前項の申請により宅配給食の利用内容の変更を決定し

たときは、障がい者等配食サービス事業利用変更決定通知書（様

式第５号）により利用者及び利用者と配食サービスに係る利用契

約を締結する事業者（以下「契約事業者」という。）に通知する

ものとする。



（利用の取消し）

第１０条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、

事業の利用を取り消すことができる。

⑴ 第３条に規定する利用者の要件に該当しなくなったと認めら

れるとき。

⑵ 利用者の健康上支障があると認められるとき。

⑶ 利用者が給食の宅配を混乱させ、又は妨害するような行動を

とったとき。

⑷ 利用者が次条に規定する費用を引き続き３か月以上支払わな

いとき。

⑸ 利用者が６か月以上事業を利用しておらず、事業を利用する

必要がないと認められるとき。

⑹ その他市長が利用を不適当と認めるとき。

２ 市長は、前項の規定により事業の利用を取り消したときは、長

久手市障がい者等配食サービス事業利用取消通知書（様式第６号）

により利用者及び契約事業者に通知するものとする。

３ 契約事業者は、災害発生時及び暴風警報発令時など、この事業

に従事する者の安全が確保できないと判断し、利用者及び利用者

の緊急連絡先のうち１名と協議した結果、それぞれから承認を得

たときは、宅配給食等を中止することができる。

（費用の負担）

第１１条 市長は、契約事業者が宅配・安否確認を行う費用として、

世帯ごとに、朝食・昼食・夕食それぞれ１回当たり３００円を上

限として負担するものとする。

２ 利用者は、宅配給食の１回当たりの費用のうち、宅配・安否確

認にかかる費用として前項に規定する額を超えた額及び食事代相

当額を負担するものとし、当該費用は利用者が直接契約事業者に

支払うものとする。

（配食サービス費の請求）

第１２条 登録事業者は、サービス提供月における利用者ごとの利



用実績を長久手市障がい者等配食サービス提供明細書兼請求書

（第７号様式）に記入し、利用者の確認を受けた上で市長に提出

するものとする。

（守秘義務）

第１３条 この事業に従事する者は、個人情報の保護に関する法律

（法律第五十七号）その他関係法令等を遵守し、利用者個人の情

報など業務に関して知りえた秘密を他に漏らしてはならない。

（実施状況の報告）

第１４条 登録事業者は、事業に係る毎月の実施状況について、速

やかに市長に報告しなければならない。ただし、市長は必要があ

ると認めた場合において、臨時に登録事業者に対し報告を求め、

調査することができる。

（委任）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定め

る。

附 則

この要綱は平成３１年１月４日から施行する。

附 則

この要綱は令和３年１０月２６日から施行する。



様式第１号（第６条関係）

長久手市障がい者等配食サービス事業利用申請書

年 月 日

長久手市長 殿

申 請 者

住 所

氏 名

電話番号

長久手市障がい者等配食サービス事業実施要綱第６条の規定に基づき、以下のとおり申請します。なお、この申請及

び決定後において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１８項に規定する相談支援

を実施する事業所、長久手市障がい者基幹相談支援センター及び長久手市（以下「相談支援事業所等」）による生活環

境や食生活等の訪問又は聞き取り調査を受けることは差し支えありません。

長久手市障がい者等配食サービス事業の利用に必要のある場合には、この申請に係る、世帯状況、所得・課税状況、

生活保護受給状況、介護保険受給等の状況、その他必要な事項を長久手市が官公署、関係人に調査、報告を求めること

に同意します。

また、この事業を受けるにあたって相談支援事業所等が知りえた私の情報について、市役所・保健所・警察署・消

防署・長久手市障がい者等配食サービス事業者登録事務取扱要綱の規定に基づき市が登録する宅配給食実施事業者等

必要な機関に対し提供することに同意します。

利用希望者氏名 （自署）

利用希望者

住所 長久手市

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名
電話 － －

生年月日 年 月 日生（ 歳）

障がい種別 １ 身体 ２ 知的 ３ 精神 ４ 難病 ５ その他（ ）

同居者 無 ・ 有

宅配開始日 年 月 日（ 曜日）から

宅配希望曜日

及び食事種別

月（朝食・昼食・夕食）・火（朝食・昼食・夕食）・水（朝食・昼食・夕食）・

木（朝食・昼食・夕食）・金（朝食・昼食・夕食）・土（朝食・昼食・夕食）・

日（朝食・昼食・夕食）

希望宅配業者

緊急

連絡先１

氏名： (続柄) 電話番号：

住所：

緊急

連絡先 2

氏名： (続柄) 電話番号：

住所：

緊急

連絡先 3

氏名： (続柄) 電話番号：

住所：



様式第２号（第７条関係）

長久手市障がい者等配食サービス事業アセスメント表

※記載欄が不足等する場合は適宜任意様式に記載し添付してください。

基

本

事

項

聞き取り年月日 年 月 日（ 曜日）【新規・回数等変更・更新】

作成者氏名（ ）

家族構成図

対象者 氏名 （ 年 月 日生まれ）

聞き取り相手方 □本人 □家族（氏名 続柄： ）

相談事業所の利用 □ なし □ あり（事業所名： ）

サービスの利用 □ なし □ あり（種類： 事業所名： ）

家

族

家族の状況

【 同 居 】□父 □母 □兄弟姉妹 □子 □祖父母 □その他親族（ ）

【市内在住】□父 □母 □兄弟姉妹 □子 □祖父母 □その他親族（ ）

【市外在住】□父 □母 □兄弟姉妹 □子 □祖父母 □その他親族（ ）

【県外在住】□父 □母 □兄弟姉妹 □子 □祖父母 □その他親族（ ）

食事支援
１ 同居家族 ２ 親族（通い支援・食事差入れ・買物援助）

３ その他（ ） ４ 支援なし

健

康

状

況

現在の疾患、通院等

疾患名： （ ）頃から

受信状況 □未受診 □通院（ 回／月・週） □往診（ 回／月・週）

服薬 □ なし □ あり

かかりつけ病院： 医師名：

医師からの指示など（ ）

既往疾患 □ なし □あり（疾患名： ）

BMI （体重 ㎏）÷（身長 m）2＝（ ） □わからない

最近６ヶ月の体重の変化 □減った（ ㎏） □変化なし □増えた（ ㎏） □わからない

身心機能

※特に留意する点があれば記載してください。

食

に

関

す

る

状

況

食事回数 １日あたり 食（□ 規則正しい □ 不規則（状況 ））

食資源 □ 自炊 □ 外食（ 食／週） □ 弁当・パン等の購入（ 食／週）

外食先・購入先（ ）

食生活能力

□ 支障なし □ 支障あり ※支障のある事項について（ ）内に具体的に記載

①買 物（ ）②調 理（ ）

③配膳下膳（ ）④火気管理（ ）

⑤食費管理（ ）⑥そ の 他（ ）

サービス提供時に配慮

すべき点

作成者所見

□利用は適当 □利用は不適当

（理由）

※市記載欄



様式第３号（第８条関係）

長久手市障がい者等配食サービス事業利用決定（却下）通知書

長 第 号

年 月 日

様

長久手市長

長久手市障がい者等配食サービス事業実施要綱第８条の規定に基づき、次のとおり決定（却下）

しましたので通知します。

利用者
住所 長久手市

氏名 電話 － －

生年月日 年 月 日生

障がい種別 １ 身体 ２ 知的 ３ 精神 ４ 難病 ５ その他（ ）

同居者の有無 無・有

宅配曜日及び

食事種別

月（朝食・昼食・夕食）・火（朝食・昼食・夕食）・水（朝食・昼食・夕食）・

木（朝食・昼食・夕食）・金（朝食・昼食・夕食）・土（朝食・昼食・夕食）・

日（朝食・昼食・夕食）

緊急

連絡先１

氏名： (続柄) 電話番号：

住所：

緊急

連絡先２

氏名： (続柄) 電話番号：

住所：

緊急

連絡先３

氏名： (続柄)

住所：

決定理由

１ 障がい者等のみの世帯であって、心身の障がい、疾病等の理由により買い物

又は食事の調理が困難

２ 同居する家族等の支援が受けられない障がい者等

３ 心身の障がい、疾病等の理由により買い物又は食事の調理が困難な障がい者

等と同居する１８歳未満の児童

４ その他市長が特に必要と認める者

利用期間 年 月 日 から 年 月 日まで

却下理由

備 考



様式第４号（第９条関係）

長久手市障がい者等配食サービス事業利用変更申請書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電話番号

長久手市障がい者等配食サービス事業実施要綱第９条の規定に基づき、以下のとおり申請します。

※記載欄が不足等する場合は適宜任意様式に記載し添付してください。

利用者氏名

変更内容

変更前 変更後

氏名

住所
長久手市 長久手市

障がい種別
１ 身体 ２ 知的 ３ 精神

４ 難病 ５ その他（ ）

１ 身体 ２ 知的 ３ 精神

４ 難病 ５ その他（ ）

同居者 有 ・ 無 有 ・ 無

宅配曜日

変更希望日： 年 月 日

配食業者

変更希望日： 年 月 日

緊急

連絡先

氏名： (続柄) 氏名： (続柄)
電話番号： 電話番号：

住所： 住所：

利用終了日 年 月 日 年 月 日

変更理由

備考



様式第５号（第９条関係）

長久手市障がい者等配食サービス事業利用変更決定通知書

長 第 号

年 月 日

様

長久手市長

長久手市障がい者等配食サービス事業実施要綱第９条の規定に基づき、次のとおり変更を決定

しましたので通知します。

利用者氏名

変更内容

変更前 変更後

氏名

住所
長久手市 長久手市

障がい

種別

１ 身体 ２ 知的 ３ 精神

４ 難病 ５ その他（ ）

１ 身体 ２ 知的 ３ 精神

４ 難病 ５ その他（ ）

同居者 有 ・ 無 有 ・ 無

宅配曜日

変更予定日： 年 月 日

配食業者

変更予定日： 年 月 日

緊急

連絡先

氏名： (続柄) 氏名： (続柄)

電話番号： 電話番号：

住所： 住所：

利用終了日 年 月 日 年 月 日

備考



様式第６号（第１０条関係）

長久手市障がい者等配食サービス事業利用取消通知書

長 第 号

年 月 日

様

長久手市長

長久手市障がい者等配食サービス事業実施要綱第１０条の規定に基づき、次

のとおり取り消しましたので通知します。

利用者氏名

取消年月日 年 月 日（ ）

取消理由

⑴ 第３条に規定する利用者の要件に該当しなくなったと認め

られるとき。

⑵ 利用者の健康上支障があると認められるとき。

⑶ 利用者が給食の宅配を混乱させ、又は妨害するような行動を

とったとき。

⑷ 利用者が次条に規定する費用を引き続き３か月以上支払わ

ないとき。

⑸ 利用者が６か月以上事業を利用しておらず、事業を利用する

必要がないと認められるとき。

⑹ その他市長が利用を不適当と認めるとき。

（ ）

備考



様式第７号（第１２条関係）

長久手市障がい者等配食サービス提供明細書兼請求書

年 月 日

長久手市長 殿

所 在 地

事業者名

代 表 者 ○印

電話番号

年 月提供分の長久手市障がい者等配食サービスについて、以下のとおり請求します。

金 円
内訳 ＠ 円× 回

振込先

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

(ふりがな)
利用者氏名

生年月日
年 月 日

提供月

年 月分

配 食 実 績

※枠内に提

供した配食

内容（「朝」

「昼」「夕」）

を記載くだ

さい。

※同居する者と一緒に配食を提供した場合はその旨特記事項に記載し、いずれか１名の利用者で請求ください。

上記のとおり、配食サービスの提供を受けたことを確認いたしました。

年 月 日

住所

氏名 ○印（自署又は記名押印）

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日

８日 ９日 １０日 １１日 １２日 １３日 １４日

１５日 １６日 １７日 １８日 １９日 ２０日 ２１日

＜特記事項＞

２２日 ２３日 ２４日 ２５日 ２６日 ２７日 ２８日

２９日 ３０日 ３１日

（フリガナ）

口座名義人

金融機関名 銀行・信用金庫・農協 本店・支店

預 金 種 別 １ 普通 ２ 当座 口 座 番 号

合計

回


